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資料１



資料：農林水産省「水産物流通統計年報」及び「漁業・養殖業生産統計」
に基づき水産庁で作成

亜寒帯

亜熱帯

寒流

暖流

稚内（スケトウダラ、ホッケ）

小樽（スケトウダラ、ホッケ）

羅臼（サケ類）

根室（サンマ、タラ類）

（ホタテ）

（ハタハタ）

氷見（ブリ）

境（ベニズワイガニ、サバ類、マアジ）

下関（フグ）
（サワラ）

唐津（アジ類）

松浦（サバ類、アジ）

（クルマエビ）

枕崎（カツオ類）

（アサリ）

（カキ）

勝浦（マグロ類）

（マダイ）

焼津（カツオ類、マグロ類）

銚子（カタクチイワシ、マイワシ、サバ類）

波崎（カタクチイワシ）

石巻（カツオ類、スルメイカ、サバ類）

女川（サンマ）

気仙沼（カツオ類、カジキ類）

宮古（サンマ）

八戸（スルメイカ、アカイカ）

相馬原釜（ヒラメ、カレイ類）

（ワカメ）

釧路（タラ類、サンマ）

（サバ類）

（アユ）

（フナ）

黒潮（日本海流）

対馬海流

親潮（千島海流）

リマン海流

那覇（マグロ類）

（ズワイガニ）

我が国周辺の海洋環境

➢ 南北に長い島国である日本の排他的経済水域は、国土面積の約12倍であり世界で６番目の広さであるとともに、世界三大漁場
（北西太平洋漁場、北東大西洋漁場及び北西大西洋漁場）の内の一つを擁している。

➢ 我が国の周辺は、寒流と暖流がぶつかり合っていることから、冷たい水を好む魚と温かい水を好む魚の両方が回遊・生息する
恵まれた海となっており、日本のまわりの海には約3,700種（うち約1900種は日本固有）の魚がいる。また、河川等の内水面
においても多様な魚がおり、地域ごとに特色のある漁業が営まれてきた。
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⚫ 遠洋漁業

大西洋や太平洋、インド洋など世界の海が舞台

の漁業。長い日数をかけて行われる。まぐろの

はえ縄漁業やかつおの一本釣りが代表例

⚫ 沖合漁業

一般的に２~３日で帰ることができるエリアで

行う漁業。イワシ・サバなどを獲るまき網やカ

レイ、ズワイガニなどを獲る底びき網など

⚫ 沿岸漁業

日帰りできる範囲で行う漁業。家族経営で行っ

ていることが多く、獲る魚の種類や漁法は季節

や地域により様々

⚫ 養殖業

天然海域で採取した、又は人工的に生まれた幼魚を、

施設内で飼育し、商品サイズまで育成させて販売する

事業。ブリ、マダイ、ウナギ、ノリなどが代表的
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我が国の漁業・養殖業について

〇我が国における漁法等の例

は
え
縄

➢ 日本は様々な場所で、多種多様な魚介類が生息しているため、種類や漁場の特性に合わせて漁獲方法も豊富に存在。

➢ 遠洋・沖合漁業は、日本の漁業生産量の約６割を占めており、漁業生産額においては約４割を占めている。

➢ 養殖・沿岸漁業は、遠洋・沖合漁業に比べて生産量が少ないが、単価が高いため生産額は多い。
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水産物の健康効果と豊かな魚食文化 3

資料：「うちの郷土料理：農林水産省 (maff.go.jp)」より引用

【ふく刺し（山口県）】

〇日本の豊かな郷土料理や魚食文化

【りゅうきゅう（大分県）】【ままかりずし（岡山県）】

【イカナゴのくぎ煮（兵庫県）】

【ぶりしゃぶ（富山県）】

➢ 我が国で獲れる多種多様な水産物は、地域ごとに特色のある「魚食文化」を生み出し、各地に水揚げされる様々な水産物をその
気候・風土の中でおいしく食べるため、郷土料理や加工品が考案されその伝統は今なお各地で受け継がれている。

➢ また、水産物は、優れた栄養特性と機能性を持つ食品であり、水産物の摂取が健康に良い効果を与えることが、様々な研究に
より明らかになっている。

〇水産物に含まれる主な機能性成分

〇水産物の摂取による健康効果に関する研究例

【皿鉢料理（高知県）】

資料：各種資料に基づき水産庁で作成

https://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/k_ryouri/index.html


我が国における水産物消費の状況①

➢ 世界では１人当たりの食用魚介類の消費量が過去半世紀で約２倍に増加し、近年においてもそのペースは衰えていない。
一方、我が国の食用魚介類の消費量は、約50年前の水準を下回るまでに低下。

➢ 日本人の水産物の年間消費量は2001年度（平成13年度）の40.2㎏をピークに減少傾向にあり、2020年度（令和２年度）には
23.4㎏まで減少。2011年度（平成23年度）に初めて肉類の年間消費量を下回った。2020年は新型コロナウイルス感染症拡大の
影響で家計の食料支出額に占める魚介類の支出割合が25年ぶりに増加。

資料：農林水産省「食料需給表」
注：純食料とは、粗食料から通常の食習慣において廃棄される部分（魚の頭、内臓、骨等）を除

いた可食部分のみの数量

〇魚介類及び肉類の1人当たりの年間消費量（純食料）の推移

平成13年度：40.2㎏/年/人

〇魚介類及び肉類の家計の食料支出額に占める割合の推移

資料：総務省「家計調査」

〇主要国・地域の１人１年あたり食用魚介類消費量の推移
（粗食料ベース）

日本人のみ
大幅減少

令和２年度：23.4㎏/年/人

令和２
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我が国における水産物消費の状況②

➢ 魚食に関する意識については、魚料理自体は食べたいが、魚の「扱いにくさ」、「調理の手間」といった水産物のマイナス特性
が家庭での消費にブレーキ。また、水産物等に含まれるEPA・DHA など「健康に良い」といったプラス特性も、かなり認知が

進んでいるものの、消費を拡大するまでに至らない状況。

資料：（一社）大日本水産会「2019（令和元年）度水産物消費嗜好動向調査」

〇魚の料理の好感度

〇魚介類をよく購入する理由（複数回答）（左）
〇魚介類をあまり購入しない理由（複数回答）（右）

資料：農林水産省「食料・農業及び水産業に関する意識・意向調査」（令和元（2019）年12月～２
（2020）年１月実施、消費者モニター987人が対象（回収率90.7％））

〇消費者の食に対する意向

資料：（株）日本政策金融公庫 農林水産事業本部「食の志向調査」（インターネットによるアンケー
ト調査、全国の20～70歳代の男女2,000人（男女各1,000人）、食の志向を二つまで回答）に基づき
水産庁で作成。なお破線は近似曲線又は近似直線。

簡便化志向は
他の志向に比
べ高まってい
る。
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水産物消費拡大に関する検討会の立ち上げと検討方向

〈令和３年度における消費機運を向上させる取組の推進〉
国産水産物の魅力等の情報発信、学校給食関係者等向けの講習会等の活動の実施の他、情報発信を効率的・効果的に行うべく
「さかなの日推進委員会」を官民協働で設立。➡民間企業等の水産物消費拡大に向けた取組を推進するため、「さかなの日」制定へ

新たな生活様式に対応した水産物消費拡大検討会（令和３年３月３日立ち上げ、計４回開催）

・新たな生活様式に対応した水産物のより一層の消費拡大等を目指すため、各業界の有識者を集めた検討会を開催。
・検討会のとりまとめでは、水産物のマイナス特性を払拭するとともに、水産物の消費機運を高める方策を検討することが必要とされた。

コンビニ 外食

レシピサイト

量販店

EC事業者専門鮮魚店生産者・加工団体等 製造メーカー
（調味料メーカー等）

メディア
（新聞社・雑誌等）

魚に関係する業界全体の連携・協働

官民協働して、魚食ムーブメントを創るための、活動情報を持ち寄り、発信し、互いの取組の効果的な連携を行うプラットフォーム。

さかなの日推進委員会

・小山薫堂（オレンジアンドパートナーズ）
・伊藤晴彦（中央魚類）
・湯山一樹（イトーヨーカ堂）
・千野和利（離島振興地方創生協会）

・小竹貴子（クックパッド）
・竹島美保（ぐるなび）
・山本沙織（ベネッセコーポレーション（サンキュ！））
・溝上宏 （NKB）

漁業者
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植物性たんぱく質

44%

魚介類

17%

肉類

25%

その他（卵類・乳類等）

14%

なぜ魚を食べるのか（持続可能な消費行動）

➢ たんぱく質は生命の維持に欠くことができない栄養素であり、我が国においては１日当たり成人男性は65g、成人女性は50gの
摂取が推奨されている。

➢ 日本人にとって水産物は、たんぱく質の重要な摂取源である。日本人が摂取するたんぱく質のうち約17％が魚介類であり、動物
性たんぱく質の摂取量に占める魚介類の割合は、約30％にも上っている。

➢ このように重要な水産資源は元来持続可能な資源である。我が国では適切に水産資源を管理しており、また養殖業においても持
続可能な生産を推進しているため、魚を選択して食べることは、 SDGsの「持続可能な生産消費形態を確保する」（目標12）こ
とにつながり、SDGs達成に向けた消費行動である。

【目標12 持続可能な生産消費形態を確保する】
12.1 開発途上国の開発状況や能力を勘案しつつ、持続可

能な消費と生産に関する10年計画枠組み（10YFP）を実
施し、先進国主導の下、全ての国々が対策を講じる。

12.2 2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的
な利用を達成する

【目標14 持続可能な開発のために海洋・海洋資
源を保全し、持続可能な形で利用する】
14.2 2020年までに、海洋及び沿岸の生態系に関する重

大な悪影響を回避するため、強靱性（レジリエンス）の
強化などによる持続的な管理と保護を行い、健全で生産
的な海洋を実現するため、海洋及び沿岸の生態系の回復
のための取組を行う。

14.4 水産資源を、実現可能な最短期間で少なくとも各資
源の生物学的特性によって定められる最大持続生産量の
レベルまで回復させるため、2020年までに、漁獲を効果
的に規制し、過剰漁業や違法・無報告・無規制（IUU）
漁業及び破壊的な漁業慣行を終了し、科学的な管理計画
を実施する。

〇SDGsのうち、特に水産に関係が深い目標

植物性たんぱく質

魚介類

肉

その他（卵

類・乳類等）

動物性たんぱく質

〇１人１日あたりの動物性たんぱく質摂取量の魚介類が占める割合
（平成31年度）

資料：「厚生労働省 国民健康・栄養調査（令和元年）」及び「日本人の食事摂取基準（2020年版）」
より水産庁作成

56％
30％

7

〇１人１日あたりのタンパク質摂取量の魚介類が占める割合
（平成31年度）

17％

44％

44％

26％



水産資源は自然の力によって再生可能な資源

〇水産資源の再生産システム

➢ 自然の生態系の一部である水産資源は、使えば消失する鉱物資源や農畜産物とは異なり、食物連鎖の中で人が手を加えずとも、
自然の力によって産卵・成長を通して、再生産される持続的な資源。そのため、適切に管理すれば永続的に利用が可能となる特
性を持っている。

➢ 漁業は、自然環境における再生産能力を利用する産業であり、こうした生態系を含めた海洋環境に配慮した漁獲を行うことで、
永続的に続けることができる産業。

〇水産物の食物連鎖

資料：「ジュニア農林水産白書 2022度版」より抜粋
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➢令和２年12月に施行された改正漁業法における新しい資源管理は、将来にわたって持続的な水産資源の利用を確保するため、
漁獲量が最大持続生産量（MSY※）を達成することを目標として、漁獲可能量（TAC）の設定を基本とし、資源を管理。
（※ MSYとはMaximum Sustainable Yield。現在の環境下において持続的な漁獲が可能な最大の漁獲量。）

➢ TACは資源調査の結果による資源評価を踏まえた資源管理目標に従い設定される。
➢ TACによる管理に加え、その他の公的規制・自主的規制を組み合わせて、水産資源の保存・管理を適切に行っている。

公的規制

漁船の隻数やトン数等の制限

投入量規制
ｚｚｚｚｚｚｚ

漁具の仕様、漁法等の制限

技術量規制

TAC（Total Allowable Catch）による管理産出量規制

● 国際的に見て遜色のない科学的・効果的な評価方法及び管理方法を導入。
・ 漁業者からの漁獲報告等の資源調査に基づき、行政機関から独立した研究機関が調査・評価を実施。
・ 環境変動や漁獲量の変化等も考慮し、最新技術を用いたシミュレーションにより、TACを設定。

● 漁獲可能量（TAC）を設定し、漁獲してよい量の上限を定め、翌漁期に残す資源量を確保する方法を組み合わせる。
● 令和５年度までに漁獲量ベースで、８割をTACによる管理とすることとしている。

（注）遠洋漁業で漁獲される魚類、国際的な枠組みで管理される魚類（かつお・まぐろ・かじき類）、さけ・ます類、貝類、藻類、うに類、海産ほ乳類は除く。

我が国の資源管理について 9

公的規制に上乗せしたコミュニティベースの取組
（操業日数、操業時間、漁場等に係る自主的な制限等）

自主的規制

駿河湾のサクラエビ漁における自主的規制事例

漁業者間の激しい競争が生じていたサクラエビ漁において、漁業者間で話合いを行い、
サクラエビ漁の集団操業を実施し、水揚金額を均等に配分するプール制を導入。あわせ
て資源管理計画（休漁、漁獲量制限等が主な管理措置）を作成し、自主的な資源管理の
取組を継続。

〇TACによる管理イメージ



我が国の養殖業について 10

➢養殖業については、海洋環境への負担軽減が可能な沖合養殖の推進、2050年までに二ホンウナギやクロマグロ等の養殖におい
て人工種苗比100％の実現、養魚飼料全量の配合飼料への転換等により、天然資源に負担をかけない持続可能な養殖生産を推進。

〇天然資源に頼らない養殖の流れ（クロマグロの例）

資料：近畿大学HPより
（https://www.flku.jp/aquaculture/tuna/?msclkid=c8431fe1d00a11ec9d0c4af334cb3df2）

〇沖合養殖について

資料：「養殖業成長産業化総合戦略について（令和３年７月）」および
「https://www.fra.affrc.go.jp/cooperation/buri_study_meeting/2017/4th_meeting_document4.pdf」より

・沖合養殖は、海水の循環などがあり、食べ残した餌の一カ所への堆積を
回避できる観点から、環境への負荷も低減できるとされている。現時点
では沖合養殖プラントが建設され実証実験から本格稼働の段階に進んで
おり、大型生簀の導入やICTを活用した自動給餌の取組が行われている。

〇養魚飼料全量の配合飼料について



「さかなの日」について 11

➢ 「さかなの日」は、毎月３～７日（さかな）とする。また全体として盛り上がる月として、11月を全体の活動強化週間
（「いいさかなの日」）とする。

➢ 魚を選択して食べることは、SDGsの「持続可能な生産消費形態を確保する」（目標12）ことにつながり、SDGSの達成に
向けた消費行動である。

－コンセプト－

ーあなたの日々の消費によって、おいしい魚を次の世代へー

「さかなの日」ロゴマーク
(商標登録済)

「さかなの日」ポスター 「さかなの日」公式ウェブサイトと二次元バーコード



「さかなの日」キックオフイベント 12

➢ 11月27日（日）に日比谷公園で開催された「第８回Fish-1グランプリ」（約２万人来場）において「さかなの日」キックオフイ

ベントを開催。

➢ さかなクンを「さかなの日」アンバサダーに任命するとともに、さかなクンによるトークイベントや水産庁ＰＲブースにおいて、

「さかなの日」や水産物の魅力について情報発信。

➢ 来場者にアンケートを実施したところ、80％の方が「さかなの日」を知らなかったが、「さかなの日」を知ってもっと魚を食べ

たいと思ったとの結果が得られ、「さかなの日」について知ってもらう良い機会となった。

回答数：835人

16%

80%

4%

「さかなの日」に関するアンケート結果

「さかなの日」を知っていた

知らなかったが、「さかなの日」を知ってもっと魚を食べたいと思った

知らなかった。魚食の頻度は今のままで良いと思う



「さかなの日」制定に係るメディア掲載一覧 13

➢ 「さかなの日」制定に関して、多くのメディアが報道。

➢ 「さかなの日」のポスターは、東京メトロの10駅（霞ヶ関（日比谷線）、池袋（副都心線）、大手町（半蔵門線）、新宿・銀

座・新橋・表参道・東京・上野・渋谷（銀座線）のほか、自民党本部にも掲示。

10月28日：読売新聞(高岡)夕刊 / 読売新聞(札幌)夕刊 / 読売新聞(大阪)夕刊 / 読売新聞(東京)夕
刊 / 読売新聞(福岡)夕刊

10月29日：日本テレビnew every / 産経新聞 / 北海道新聞新聞(札幌) / 岩手日日新聞（一関） / 
宮古毎日新聞 / しんぶん赤旗 / 紀南新聞 / 十勝毎日新聞 / 八重山毎日新聞 / 産経新聞(大阪)

10月30日：日本農業新聞
10月31日：日刊水産経済新聞、電気新聞 / みなと新聞 / 週刊水産新聞 / 水産タイムス / 朝日新聞(東京) 

/ 地方行政 / 朝日新聞(札幌) / 朝日新聞(大阪) / 朝日新聞(北九州) / 朝日新聞(名古屋) / 津
山朝日新聞 / スマートニュース（政府広報）

11月1日：産経新聞(大阪)
11月2日：朝日小学生新聞 / 日本食糧新聞
11月3日：食品産業新聞 / 函館新聞
11月4日：みなと新聞 / 食品新聞 / NHK首都圏ニュースアップ
11月5日：コンビニエンスストア新聞
11月6日：産経新聞(東京)/東京FMのラジオ『青木源太・足立梨花 Sunday Collection』（政府広報）
11月7日：日刊水産経済新聞 / 読売新聞(東京)夕刊 / みなと新聞 / 水産タイムス / 読売新聞(大阪) / 読

売新聞(高岡)夕刊 / 読売新聞(札幌)夕刊 / 読売新聞(福岡)夕刊 / 食料醸界新聞
11月8日：日刊水産経済新聞 / みなと新聞
11月9日：日刊水産経済新聞
11月10日：週刊商業経済
11月11日：日刊水産経済新聞 / 食料新聞 / 食料新聞
11月12日：荘内日報
11月14日：週刊水産新聞
11月15日：みなと新聞 / 低温流通 / 日本和洋酒缶詰新聞 /「音声広報CD」及び「点字・大活字広報

誌」（政府広報）
11月16日：日本食糧新聞 / 帝飲料新聞日刊建設工業新聞 / 食料醸界新聞日刊水産経済
11月17日：日刊建設工業新聞 / 食料醸界新聞
11月18日：日刊水産経済
11月20日：生協流通新聞
11月21日：食料醸界新聞
11月25日：宇部日報 / サンキュ！ / 静岡新聞(夕刊) / 夕刊デイリー(延岡)夕刊
11月26日：宮古毎日新聞 / 函館新聞 / 富山新聞 / 北国新聞 / 釧路新聞
11月28日：世界日報
11月29日：日刊水産経済新聞
11月30日：日刊水産経済新聞 / みなと新聞日刊水産経済新聞 / みなと新聞釧路新聞
12月1日：日刊水産新聞 / みなと新聞 / 水産タイムス
12月4日：釧路新聞
12月5日：日刊水産新聞 / みなと新聞 / 水産タイムス

12月6日：釧路新聞
12月8日：食料醸界新聞
12月12日：食品新聞
12月13日：みなと新聞
12月14日：日刊水産経済新聞
12月19日：日刊水産経済新聞
12月23日：みなと新聞
12月26日：日刊水産経済新聞
12月30日：神戸新聞
1月1日：日刊水産経済新聞 / みなと新聞 / 週刊水産新聞
1月6日：みなと新聞
1月10日：みなと新聞
1月11日：みなと新聞
1月12日：日刊水産経済新聞
1月13日：日刊水産経済新聞
1月15日：低温流通
1月16日：水産タイムス
1月18日：みなと新聞
1月23日：水産タイムス
1月27日：みなと新聞
1月30日：週刊水産新聞
1月31日：日刊水産経済新聞
2月1日：日刊食品通信

みなと新聞日本食料新聞
2月3日：日本食料新聞
2月6日：水産タイムス

メディア掲載一覧



全体賛同数 709 社

51 社

イオンリテール株式会社 株式会社天満屋ストア

株式会社イトーヨーカ堂 株式会社とりせん

株式会社ライフコーポレーション
紅屋商事株式会社

（ベニヤスーパー）

株式会社阪急オアシス 株式会社近商ストア

イズミヤ株式会社 株式会社三徳

カナート株式会社 株式会社万代

株式会社東急ストア 株式会社マツヤスーパー

株式会社関西スーパーマーケット 株式会社さとうグループ

株式会社あおき

（スーパーあおき）
株式会社マツモト

株式会社ウジエスーパー 株式会社デリシア

株式会社オオゼキ

（スーパーオオゼキ）
株式会社ラルズ

株式会社アオキスーパー 株式会社オークワ

株式会社セブンスター 株式会社ヤマザワ

株式会社ビッグ富士 株式会社コノミヤ

株式会社イズミ

株式会社パン・パシフィック・イン

ターナショナルホールディングス

（PPIH）

株式会社義津屋

（ヨシズヤ・ワイストア）
株式会社サンプラザ

株式会社マルヨシセンター 株式会社ベイシア

イオンモール 八王子オーパ いわきユナイト株式会社

株式会社平和堂 株式会社ユーマート

株式会社マルト 株式会社丸久

株式会社エムアイフードスタイル 株式会社エレナ

株式会社フジ・リテイリング 株式会社三ツ丸ストア

株式会社マルエツ 株式会社ベルク

有限会社マルナカ 株式会社オータニ

株式会社ダイエー オイシックス・ラ・大地株式会社

ヨシケイ開発株式会社

さかなの日賛同メンバー一覧（令和５年２月28日現在）

小売

資料2



2 社

株式会社ファミリーマート 株式会社ローソン

2 社

株式会社阪急・阪神百貨店 株式会社髙島屋大阪店

25 社

ニッスイ

（日本水産株式会社）
キユーピー株式会社

マルハニチロ株式会社 ハウス食品株式会社

株式会社極洋 株式会社Mizkan

マリンフーズ株式会社 鈴廣かまぼこ株式会社

キッコーマン株式会社 株式会社紀文食品

竹本油脂株式会社 ハナマルキ株式会社

国分グループ本社株式会社 株式会社日本アクセス

かね七株式会社 日本食研ホールディングス株式会社

白鶴酒造株式会社 エスエスフード

株式会社ヤヨイサンフーズ 株式会社おやつカンパニー

株式会社ダイショー デリア食品株式会社

株式会社阿部長商店 株式会社阿部長マーメイド食品

株式会社𣳾興商事

532 社

株式会社ぐるなび 株式会社魚忠

ぐるなび加盟飲食店(520件) くら寿司株式会社

大起水産株式会社 株式会社銚子丸

株式会社AP TOMATO Ristorante

ACQUAPAZZA

(リストランテアクアパッツア)

康正産業株式会社

株式会社SANKO MARKETING

FOODS
株式会社SANKO 海商

サッポロライオン PESCE D’ORO

海ごはん　おさかな家族

51 社

株式会社魚力
株式会社フーディソン

（サカナバッカ）

中央魚類株式会社 第一水産株式会社

大都魚類株式会社 築地魚市場株式会社

株式会社いわき中水 東信水産株式会社

名北魚市場株式会社 中央フーズ株式会社

丸千千代田水産株式会社 仙台水産株式会社

東都水産株式会社 株式会社大水

外食

コンビニエンスストア

百貨店

食品製造

水産関係（漁業者・卸・仲卸・鮮魚店等）



東京北魚株式会社 新潟冷蔵株式会社

株式会社福岡魚市場 株式会社うおいち

山津水産株式会社 石川中央魚市株式会社

株式会社SAKAMA 株式会社サスエ前田魚店

海光物産株式会社 富山湾しろえび倶楽部

綜合食品株式会社 一般社団法人甑島社中

丸高水産株式会社 株式会社ヒラオ

曲〆髙橋水産株式会社 岡山中央魚市株式会社

鮮魚のおだ 横浜食品サービス

井上水産株式会社 株式会社さるがく水産

吉川水産株式会社 海星ムサシ株式会社

株式会社魚喜 株式会社吉池

東洋冷蔵株式会社 株式会社最上鮮魚

横浜丸魚株式会社 徳島魚市場株式会社

株式会社マルイチ産商 福一漁業株式会社

はまだお魚市場 味の浜藤株式会社

小松水産株式会社 株式会社ウエダ

ハンワフーズ株式会社 丸本本間水産株式会社

大海水産株式会社

2 社

一般社団法人ベターホーム協会 株式会社ABC Cooking Studio

6 社

サンキュ！

（株式会社ベネッセコーポレーショ

ン）

ヤフー株式会社

（エールマーケット）

（Yahoo！ JAPAN  SDGs）

株式会社産業経済新聞社 株式会社食文化

株式会社プレジデント社

・dancyu総研
株式会社水産経済新聞社

12 社

クックパッド株式会社 株式会社丸信

株式会社馬淵商事
シダックスフードサービス

株式会社

シダックスコントラクトフードサー

ビス株式会社
株式会社NKB

株式会社ウェザーニュース 古野電気株式会社

あつまれ！おさかなの海 株式会社ゼクープランニング

ミキハウス子育て総研株式会社 九十九里海釣りセンター

メディア

その他

料理教室



3

釧路市 浜田市

下関市立しものせき水族館「海響館」

20

公益社団法人日本栄養士会 全国水産加工業協同組合連合会

全国漁業協同組合連合会 一般社団法人大日本水産会

一般社団法人マリン・エコラベル・

ジャパン協議会
一般社団法人日本かまぼこ協会

一般社団法人

スマートニッチ応援団

一般社団法人

日本冷凍食品協会

東京都中央水産物卸売業者協会 全国水産物卸組合連合会

全国水産物商業協同組合連合会 一般社団法人全国水産卸協会

日本脂質栄養学会 三重県漁業協同組合連合会

NPO法人築地食のまちづくり協議会 福岡魚食普及推進協議会

Global Seafood Alliance 釧路和商協同組合

一般社団法人日本海老協会
SATOYAMA & SATOUMI

movement 実行委員会

3

森田貴己（水産資源研究所） 松岡隆春（お魚かたりべ）

増田知子（マグロタマルタ）

地方公共団体

個人

民間団体



「さかなの日」の実施報告

さかなの日推進委員会
2023.03.03

資料３



水産物の消費量が長期的に減少傾向にある中、
水産物の消費拡大に向けた官民の取組を推進
するため、毎月3～7日を「さかなの日」とし、
11月3～7日は「いいさかなの日」として、水
産物の消費拡大に向けた活動の強化週間と位
置付け。

さかなの日推進委員会さかなの日意見交換会

さかなの日の制定

1



さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

メディア掲載一覧

10月28日：読売新聞(高岡)夕刊 / 読売新聞(札幌)夕刊 / 読売新聞
(大阪)夕刊 / 読売新聞(東京)夕刊 / 読売新聞(福岡)夕刊
10月29日：日本テレビnew every / 産経新聞 / 北海道新聞新聞(札
幌) / 岩手日日新聞（一関） / 宮古毎日新聞 / しんぶん赤旗 / 紀南
新聞 / 十勝毎日新聞 / 八重山毎日新聞 / 産経新聞(大阪)
10月30日：日本農業新聞
10月31日：日刊水産経済新聞、電気新聞 / みなと新聞 / 週刊水産
新聞 / 水産タイムス / 朝日新聞(東京) / 地方行政 / 朝日新聞(札
幌) / 朝日新聞(大阪) / 朝日新聞(北九州) / 朝日新聞(名古屋) / 津
山朝日新聞
11月1日：産経新聞(大阪)
11月2日：朝日小学生新聞 / 日本食糧新聞
11月3日：食品産業新聞 / 函館新聞
11月4日：みなと新聞 / 食品新聞 / NHK首都圏ニュースアップ
11月5日：コンビニエンスストア新聞
11月6日：産経新聞(東京)
11月7日：日刊水産経済新聞 / 読売新聞(東京)夕刊 / みなと新聞 / 
水産タイムス / 読売新聞(大阪) / 読売新聞(高岡)夕刊 / 読売新聞
(札幌)夕刊 / 読売新聞(福岡)夕刊 / 食料醸界新聞
11月8日：日刊水産経済新聞 / みなと新聞
11月9日：日刊水産経済新聞
11月10日：週刊商業経済
11月11日：日刊水産経済新聞 / 食料新聞 / 食料新聞
11月12日：荘内日報
11月14日：週刊水産新聞
11月15日：みなと新聞 / 低温流通 / 日本和洋酒缶詰新聞
11月16日：日本食糧新聞 / 帝飲料新聞日刊建設工業新聞 / 食料醸
界新聞日刊水産経済
11月17日：日刊建設工業新聞 / 食料醸界新聞
11月18日：日刊水産経済
11月20日：生協流通新聞
11月21日：食料醸界新聞
11月25日：宇部日報 / サンキュ！ / 静岡新聞(夕刊) / 夕刊デイリ
ー(延岡)夕刊

11月26日：宮古毎日新聞 / 函館新聞 / 富山新聞 / 北国新聞 / 釧路
新聞
11月28日：世界日報
11月29日：日刊水産経済新聞
11月30日：日刊水産経済新聞 / みなと新聞日刊水産経済新聞 / み
なと新聞釧路新聞
12月1日：日刊水産新聞 / みなと新聞 / 水産タイムス
12月4日：釧路新聞
12月5日：日刊水産新聞 / みなと新聞 / 水産タイムス
12月6日：釧路新聞
12月8日：食料醸界新聞
12月12日：食品新聞
12月13日：みなと新聞
12月14日：日刊水産経済新聞
12月19日：日刊水産経済新聞
12月23日：みなと新聞
12月26日：日刊水産経済新聞
12月30日：神戸新聞
1月1日：日刊水産経済新聞 / みなと新聞 / 週刊水産新聞
1月6日：みなと新聞
1月10日：みなと新聞
1月11日：みなと新聞
1月12日：日刊水産経済新聞
1月13日：日刊水産経済新聞
1月15日：低温流通
1月16日：水産タイムス
1月18日：みなと新聞
1月23日：水産タイムス
1月27日：みなと新聞
1月30日：週刊水産新聞
1月31日：日刊水産経済新聞
2月1日：日刊食品通信 / みなと新聞日本食料新聞
2月3日：日本食料新聞
2月6日：水産タイムス
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▼ NHK 首都圏ナビ（2022年11月4日）

さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

告知実績抜粋（TV）

3



▼ news every.（日本テレビ）（2022年10月29日）

さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

告知実績抜粋（TV）

4



▼ Yahoo! JAPANトップページバナー掲載（2022年11月3日～） ▼ Yahoo! JAPAN SDGs記事掲載（2022年11月3日～）

さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

告知実績抜粋（WEB）

5



▼産経新聞（2022年11月6日） ▼朝日新聞（2022年10月31日）▼読売新聞（ 2022年10月28日）

さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

告知実績抜粋（新聞各社抜粋）

6



Fish-1 グランプリについて―日本を元気にする「魚の祭典」
今、日本では魚離れが進んでいます。しかし、この「魚の国」には、まだ知られていない水産物がたくさんあります。「Fish-1グランプリ」
は、そうした日本の水産物に光を当てる「魚の祭典」です。
2013年度から2019年度にかけて毎年「Fish-1グランプリ」を開催し、会場に来場した消費者に、出品料理や商品を食べて投票してもらい、ス
テージや展示・体験ブースを通して、国産水産物の魅力を紹介してまいりました。
今まで食べたことがなかった水産物に出会い、おいしさを知ってほしい。そして、知られざる水産物を使った料理や商品が新しい名物になっ
て、地域の観光や産業の活性化につながってほしい。
そんな願いをこめて、2013年度にスタートし、今年度は3年ぶりのリアル開催となる8回目になります。

2022年11月27日＠日比谷公園

さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

告知実績抜粋（Fish-1 グランプリにおける告知）

▼ノベルティの配布

▼さかなクンのアンバサダー就任

▼アンケートの実施
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メンバー数

709
※2023年2月21日

時点

小売 51

コンビニエンスストア 2

百貨店 2

食品製造 25

外食 532

水産業 51

料理教室 2

メディア 6

その他 12

地方公共団体 3

民間団体 20

個人 3

さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

賛同メンバー参画状況
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さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋 （小売店）

〇イトーヨーカドー
―MEL認証、「顔の見えるお魚」をさかなの日企画でPR

▲チラシ、POPで告知。しゃぶしゃぶ、手巻きずしなど、メニュー提案と組み合わせて商品を展開
9



さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋 （小売店）

〇イオン
―約３５０店舗で「サステナブルシーフード」を中心とした水産物の展開を拡大

▲チラシ、POPで告知。「サステナブルシーフード」の展開拡大、ＪＦ全漁連との連携、
未利用魚・低利用魚の販売といった取り組みを展開。

10



さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋 （コンビニエンスストア）

〇ファミリーマート
―トレー入りお魚惣菜の売場にPOPを掲出

▲店頭でPOPを掲載。 魚総菜の展開強化をPR
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さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋（食品製造）

〇キッコーマン
―飲食・キッチンカー等の新サービス「FISH A WEEK 週一魚」で魚を使用した食事を提供

産経新聞（2022年11月6日） ▲https://fish-a-week.kikkoman.co.jp/#concept
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さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋（食品製造）

〇キユーピー
―魚介向け調味料を使った料理教室の開催

日本食糧新聞（2022年11月16日） ▲
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〇ぐるなび
―魚介を食べられる加盟店の特設サイトを制作。 及び加盟店でのポスター掲載。

▼ぐるなび（「さかなのうまい店」特設ページ） ▼加盟店によるポスターの掲載

さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋（外食）

加盟店2,228店舗が賛同
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さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋（外食）

〇くら寿司
―お寿司でSDGS出前授業や、漁業創生について取り組み

▲出張授業「お寿司で学ぶSDGs」

▲プレスリリース
15



▼プレスリリース

さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋（外食）

〇サッポロライオン
―「さかな×サステナ」メニューの販売

▲食品ロス軽減メニューを展開
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さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋（ECサイト）

〇SAKAMA
―さかなの日キャンペーンの実施

▼同社サービスにおいて、増量キャンペーン、割引キャンペーンを実施
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さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋（ECサイト）

〇食文化（うまいもんドットコム、豊洲市場ドットコム）
―さかなの日キャンペーンの実施

様々な切り口で水産商品を展開▲
18



さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋（ECサイト）

〇オイシックス
―さかなの日告知ページの作成。未利用魚販売の促進

▲さかなの日告知ページ ▲魚食関連ページ
https://www.oisix.com/shop.g6--tokushuu--
tokushuu2__html 19



さかなの日推進委員会さかなの日実施報告

事例抜粋（料理教室）

▲週刊水産タイムス（2023年1月1日） プレスリリース▶

〇ABCクッキングスタジオ
―魚介を使ったメニューでレッスンを実施
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「さかなの日」公式ウェブサイトでの
情報発信の状況

さかなの日推進委員会
2023.03.03

資料４



▼TOPページ ▼賛同メンバーの活動告知 ▼魚食関連コンテンツ掲載

さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

公式WEBサイト

1



さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

公式WEBサイト各種数値

35,092 79 29

PV
新着情報
投稿数

掲載
魚食コンテンツ数

※令和4年10月末～2月22日時点の数値
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▼新着NEWS
賛同メンバーのイベント情報など、最新の情報を告知
「イベント」「フェア」「新商品」などカテゴリ分け
を行う。

さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

公式WEBサイト各コンテンツ

▼魚食関連コンテンツ
賛同メンバーが運営する、魚食普及コンテンツを紹介。
WEBサイト、書籍、レシピなど、魚食の啓蒙コンテン
ツを掲載。

▼賛同メンバー紹介
賛同メンバーのロゴを、業種別に分けて掲載
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▼新着NEWS
賛同メンバーのイベント情報など、最新の情報を告知。
「イベント」「フェア」「新商品」などカテゴリ分けを行う。

さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

新着NEWS

各新着情報をカテゴリご
とに分けて表示

バナーは各メンバーで
任意で設定可能

バナーから
詳細ページへ遷移

▼新着NEWS一覧（TOPページ）
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▼新着NEWS
賛同メンバーのイベント情報など、最新の情報を告知。
「イベント」「フェア」「新商品」などカテゴリ分けを行う。

さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

新着NEWS 詳細ページ

新着情報一覧ページ（TOP）
から遷移

バナー、見出し文は指定可能

告知したい情報を自由に
記述することが可能

◀新着NEWS詳細ページ
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さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

魚食関連コンテンツ

▼魚食関連コンテンツ
魚食普及に関連するコンテンツを紹介。
WEBサイト、書籍、レシピなど、魚食の啓蒙コンテンツを掲載。

〇魚について知ってもらえるコンテンツを掲載
魚の捌き方が分からない、魚はとても美味しいけど、いつが食べ頃なのか知識
がない、などと感じてしまう方も多いはず。ここでは、誰でも簡単に食卓で魚
を美味しく食べていただくための知識や情報を提供しているコンテンツをご紹
介します。お魚のことをもっと知ることで、もっと身近に感じてみてくださ
い！

〇魚関連レシピを紹介
魚をもっと美味しく料理したい。魚をもっと色々な料理で楽しみたい。そんな
方に、様々な魚の食べ方やレシピの提案を行うコンテンツを紹介します。料理
家やシェフをはじめとする、魚を知り尽くした専門家の知見やアイデアが詰ま
ったレシピが数多く紹介されています。気に入ったレシピを探して、是非一度
料理にチャレンジしてみてください！

〇魚関連の書籍を紹介
これまでに出版された数多くの趣向を凝らした魚に関する本の中から、是非お
勧めしたいものをご紹介するコーナーです。どの本も、写真や漫画などによる
表現や、作家独自の感性による切り口によって、魚の多様性や魅力が凝縮され
た読み応えのあるものばかりです。是非一度手にとってみてください！

〇子供向け魚食関連コンテンツを掲載
日本の食文化の未来を担う子供たちに、楽しく魚のことを知ってもらい、もっ
と身近に感じてもらえるようなコンテンツを紹介します。ゲームや遊びなどを
通じた、魚に関する知識や学びを得る機会を創出し、子供たちに魚のことを、
もっと好きになってもらいたいと願っています。
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さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

魚食関連コンテンツ

〇魚について知ってもらえるコンテンツを掲載
魚の捌き方が分からない、魚はとても美味しいけど、いつが食べ頃なのか知識がない、など
と感じてしまう方も多いはず。ここでは、誰でも簡単に食卓で魚を美味しく食べていただく
ための知識や情報を提供しているコンテンツをご紹介します。お魚のことをもっと知ること
で、もっと身近に感じてみてください！

▼現在掲載中のコンテンツ
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さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

魚食関連コンテンツ

〇魚関連レシピを紹介
魚をもっと美味しく料理したい。魚をもっと色々な料理で楽しみたい。そんな方に、様々な
魚の食べ方やレシピの提案を行うコンテンツを紹介します。料理家やシェフをはじめとする、
魚を知り尽くした専門家の知見やアイデアが詰まったレシピが数多く紹介されています。気
に入ったレシピを探して、是非一度料理にチャレンジしてみてください！

▼現在掲載中のコンテンツ

8



さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

魚食関連コンテンツ

〇魚関連の書籍を紹介
これまでに出版された数多くの趣向を凝らした魚に関する本の中から、是非お勧めしたいも
のをご紹介するコーナーです。どの本も、写真や漫画などによる表現や、作家独自の感性に
よる切り口によって、魚の多様性や魅力が凝縮された読み応えのあるものばかりです。是非
一度手にとってみてください！

▼現在掲載中のコンテンツ
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さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

魚食関連コンテンツ

〇子供向け魚食関連コンテンツを掲載
日本の食文化の未来を担う子供たちに、楽しく魚のことを知ってもらい、もっと身近に感じ
てもらえるようなコンテンツを紹介します。ゲームや遊びなどを通じた、魚に関する知識や
学びを得る機会を創出し、子供たちに魚のことを、もっと好きになってもらいたいと願って
います。

▼現在掲載中のコンテンツ
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さかなの日推進委員会さかなの日公式ウェブサイトでの情報発信の状況

賛同メンバーのご紹介

▼賛同メンバー紹介
賛同メンバーのロゴを、業種別に分けて掲載

業種を分けて掲載

各メンバーのロゴを掲載
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                                  資料５ 

 

令和５年度「さかなの日」の推進方針（案） 

 

１．柱とする取組 

（１）消費者参加型の水産物の消費拡大の取組を推進するため、「さかな料理部」を創

設（注） 

（注）消費者に魚を使った料理をつくってもらい、写真を SNSに投稿する際、「＃    

さかな料理部」をつけていただくことで、魚料理の輪を広げようとする取組 

（クックパッドや食品製造メーカーを中心とした賛同メンバーとの連携） 

（２）半島の食のブランド化推進のための取組との連携（国土交通省との連携） 

①「カーボンニュートラルを考える 2023」（４月１日、２日に幕張メッセで開催、

大手芸能事務所（アップフロントグループ）による地方応援イベント。アイドル

グループ「アンジュルム」等が出演）等のイベントでの情報発信 

②「さかなの日」のロゴ入りの半島マグロカレー及び半島イカタコの缶詰を販売 

③規格外・未活用食材の半島産品データベースの活用  等 

（３）離島振興のための取組との連携（離島振興地方創生協会との連携） 

①「さかなの日」ロゴ入りの新商品開発 

②スーパーマーケット、百貨店、専門店等における離島の魚フェアの実施  

③規格外・未利用魚の活用 等 

（４）米粉の利用拡大のための取組との連携（農林水産省との連携） 

①米粉を使用した魚料理の学校給食への提供 

②イベントでの情報発信  等 

 

２．「さかなの日」アンバサダーのさかなクンの取組 

（１）テレビ番組出演時での「さかなの日」の情報発信 

（２）動画作成・配信（BUZZ MAFF）  

（３）等身大パネルの作成・イベントでの活用 

（４）賛同メンバーと連携した取組 

 

３．賛同メンバーの取組の推進 

（１）賛同メンバーの水産物消費拡大の取組の推進、公式ウェブサイト・メディア等で

の情報発信 

（２）「さかなの日」の取組を拡大させるための賛同メンバーの効果的な連携の推進 

  ①交流会の開催 

  ②担当者名簿の作成・共有 

 

４．その他 

（１）賛同メンバーの取組状況を分析し、「さかなの日」の定着に向けて、賛同メンバ

ーによる効果的な取組の実施のための改善点等の検討 

（２）おにぎりの具選手権（４月頃）、Fish-1グランプリ（11月頃）、おさかな文化祭

（11月頃）、ニッポンフードシフトフェス（11月頃）、その他のイベントとの連携 

 

※ 11月３日～７日は活動強化週間（いいさかなの日） 
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